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個人住民税における給与所得に係る特別徴収税額通知

特徴義務者が選択

特
別
徴
収
義
務
者

市

区

町

村

地方税ポータル
システム（eLTAX）

特別徴収税額通知
（特徴義務者用）

電子送付

紙通知

従 業 員

紙の一覧表

電子ファイル

従業員通知用（全員分）

特別徴収税額通知
（納税義務者用）

（紙通知） 経 由

「規制改革実施計画（平成29年６月９日 閣議決定）（抄）」
Ⅱ 分野別実施事項 － ５．投資等分野 － (2)個別実施事項

① 税・社会保険関係事務のIT化・ワンストップ化

NO. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

２
住民税の特別徴収税
額通知の電子化等

a 特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）の正本の電子交付を行っていない市区
町村に対し、電子交付の導入の意義・効果に関する助言など電子交付の推進に必
要な支援を行う。
b 特別徴収税額通知（納税義務者用）の従業員への交付について、事業者の負担
を軽減しつつ全体としての事務の効率化を図るため、事業者に電子的に送信して従
業員が取得できるようにする、マイナポータルを利用して事業者を経由せずに従業
員が取得できるようにするなどの可能性を検討し、できるだけ早期に結論を得る。

a:平成29年度以降継続
的に実施
b:平成29年検討、結論
を得次第速やかに措置

総務省

＜現行＞

電子交付を行うことができるよう検討し、できるだけ早期に結論を得る

平成28年度課税分の個人住民税から電子化が可能
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特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子化を行う場合のイメージ（案）

１．特徴義務者は、給与支払報告書提出時に電子的送付の同意等の有無を報告

（特徴義務者単位）

２．特徴義務者の同意がある等の場合には、特徴義務者に対し、eLTAXを通じて電子的に特別

徴収税額通知を送付（通知について一定の暗号化を可能とする手法について検討）

３．同意がない等の場合は、従来どおり、市区町村から特徴義務者を経由して納税義務者に

書面で送付

市

区

町

村

特
別
徴
収
税
額
通
知

（
特
徴
義
務
者
用
・
納
税
義
務
者
用
）

電子的送付

３ 書面送付

書面での受け取りを
希望する納税義務者

電子的送付を承諾した
納税義務者

特徴義務者においてプリ
ントアウトした書面を送付

２ 電子的送付

３ 書面送付

特徴義務者
１ 電子的送付の

同意等の有無を報告

※一定の暗号化を
可能とする

電 子 的 送 付
に 同 意 し た
等 の 特 徴 義
務 者

電 子 的 送 付 に

同 意 し な い 等
の 特 徴 義 務 者

e
L
T
A
X

平成29年10月16日
政府税制調査会資料
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平成29年度個人住民税検討会における委員からの主な意見等

意 見 具体的な内容

①電子と書面の混在

・ 電子及び書面による通知の混在を防ぎ特別徴収義務者及び市区町村双方の事務負

担を軽減するため、給与支払報告書を電子提出した特別徴収義務者に対しては、原則

として電子による特別徴収税額通知とすることについて検討の余地があるのではないか。

・ 従業員のICT環境によっては、書面による通知の希望に対応する必要があるのではな

いか。

②電子署名の付与

・ 短期間で大量に処理する必要がある市区町村において、通知への電子署名付与の短

時間化が課題となるのではないか。

・ 電子署名を付与するためのICカード、端末等を、必要に応じて複数用意し、並行処理

を行うことにより短時間での処理が可能になるのではないか。

③従業員と通知を紐付ける情

報

・ 通知を従業員に配布するために仕分ける作業があるが、通知の電子データと従業員を

紐付ける情報が必要となるが、文字情報については文字化け等の可能性があることな

どを考慮しつつ、文字以外の情報を活用して、効率的かつ的確に紐付けを行う必要があ

るのではないか。

④従業員の所得情報の秘匿

・ 特別徴収義務者が電子により受領した通知をプリントアウトして従業員に配布するケー

スでは、特別徴収義務者が通知の内容を確認できる懸念があるのではないか。

・ 給与所得以外の所得については、確定申告の際に当該所得分を普通徴収とすること

も選択できることから、個人の対応により、通知に記載される所得を特別徴収義務者が

既知の部分に限定することも可能ではないか。

⑤特別徴収義務者用通知の

取扱い

・ 既に電子化が可能となっている特別徴収義務者用通知についても、給与支払報告書

を電子的に提出し、電子により特別徴収義務者用通知の受領を希望する特別徴収義務

者に対しては、市区町村間で電子と書面の通知が混在することがないよう、納税義務者

用通知の全市区町村における導入に併せて、全市区町村の電子化対応を検討すべき。
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特別徴収税額通知の電子化の現状①

○平成30年度税制改正大綱

（平成29年12月14日、自由民主党・公明党）

第一 平成30年度税制改正の基本的考え方

６ 円滑・適正な納税のための環境整備

（1）税務手続の電子化等の推進

（前略）給与所得に係る個人住民税の特別徴収税額通知（納税義務者用）については、電子情報処理組織

（eLTAX）により特別徴収義務者を経由し、送付する仕組みを、地方公共団体間の取扱いに差異が生じないよ

う配慮しつつ検討する。

特別徴収税額通知の電子化について、

・ 特別徴収義務者用については、既に電子的送付が可能であることから、地方団体に対し、通知

を発出し、その導入を促進しているが、導入団体は、658団体（約38％）にとどまっているところ。

・ 納税義務者用については、平成30年度税制改正大綱において、「電子情報処理組織（eLTAX）に

より特別徴収義務者を経由し、送付する仕組みを、地方公共団体間の取扱いに差異が生じないよ

う配慮しつつ検討する。」とされたところ。

○平成30年度地方税制改正・地方税務行政の運営に当たっての 留意事項等について

（平成30年１月23日、自治税務局企画課、都道府県税課、市町村税課、固定資産税課）

第二 その他

（３） 給与所得に係る特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）の電子的「正本」通知については、経済団体等

より事務負担の軽減のために全市区町村が対応するよう要望があるとともに、事務の効率化や個人情報の

保護の観点等を踏まえ、積極的かつ早急に取り組んでいただきたいこと。
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特別徴収税額通知の電子化の現状②

規制改革実施計画（平成30年６月15日閣議決定）においても、特別徴収税額通知の電子化の推進

について記載あり。

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

44
住民税の特別徴収税額通

知の電子化等

規制改革実施計画（平成29年６月閣議決定）に掲

げた住民税の特別徴収税額通知の電子化等の推

進のため、以下の措置を講ずる。

a 住民税特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）

については、eLTAXを利用した電子的通知が可能

であり、電子署名を行った電子的通知に対応して

いない市区町村に対しては、これに対応するよう、

対応時期に係る進捗目標を定めて、助言する。

b 住民税特別徴収税額通知（納税義務者用）につ

いては、引き続き、全ての市区町村における

eLTAXを利用した電子的通知の実現に向けて検

討し、結論を得る。検討に当たっては、市区町村間

での取扱いに差異が生じないよう留意する。

a:平成30年度上

期措置

b:平成30年度検

討・結論、結論を

得次第速やかに

措置

総務省
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経団連 平成31年度税制改正に関する提言（２０１８年９月１８日）

(2) 税務分野におけるデジタル・ガバメントのさらなる推進等

平成30年度税制改正では、円滑・適正な納税のための環境整備として、大法人について法人税等の電子申

告が義務化されるとともに、法人税等に係る申告データを円滑に提出できるよう環境整備が進められた。また、

地方税の電子納税についても全地方公共団体が共同で収納を行う仕組みが整備されることとなった。これらの

取り組みについて、税務手続の電子化によるデジタル・ガバメントの推進の第一歩として評価できる。

他方、「骨太の方針2018」にも「社会全体のコスト削減及び企業の生産性向上を図る観点から、税務手続の電

子化を一層推進する」とあるとおり、企業の事務負担軽減の観点も踏まえつつ、労働生産性を向上させるという

視点から、税務手続の電子化について不断の見直しを行っていくことが極めて重要となる。

（中略）

あわせて、税務手続の電子化に関連し、とりわけ、早期に取り組みを進めるべき項目は以下のとおりである。

・連結納税に係る各種手続の緩和

（例：連結子法人に係る異動届出書の連結親法人所轄税務署への一括送信）

・固定資産税の納税通知書・課税明細書等の書式統一・電子化

・事業者の実務負担に配慮した個人住民税特徴税額通知（納税義務者用）の電子化

（後略）

１．Society 5.0を本格的に実現する税制措置の整備
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特徴税額通知の電子化の利用見込みについて

企業（経団連を経由）に対して、全市区町村が特別徴収税額通知の電子送付に対応できることとなった

場合、電子の送付を希望するかどうかアンケートを実施。

○ 特徴義務者用通知については、約９割の企業で電子利用が見込まれる

○ 納税義務者用通知については、約６割の企業で電子利用が見込まれる

ぜひしたい
67%

ややしたい
20%

ややしたくない
9%

全くしたくない
4%

特徴義務者用通知について、全市区町村が電子送付に対応

した場合、電子での送付を希望するか

ぜひしたい
34%

ややしたい
24%

ややしたくない
22%

全くしたくない
20%

納税義務者用通知について、全市区町村が電子送付に対応した

場合、電子での送付を希望するか

経団連アンケート（45社） 経団連アンケート（45社）
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個人情報の秘匿措置の要請①

表面

裏面

平成　　　　年　　　　月　　　　日

（摘要）

問合せ先

所

得

給 与 収 入 主 た る 給 与
営

業

等

農

業

不

動

平成　　年度　給与所得等に係る市町村民税・道府県民税　特別徴収税額の決定・変更通知書 （納税義務者用）

税

 

 

 

 

　

　

額

市

町

村

税額控除前所得割額④ 受　給　者　番　号 氏　　　　　　　　名 指　定　番　号

住　　　　　　　　　　　　　　　　所 宛　名　番　号

その他の所得計 所 得 区 分 分離 短期 譲渡 均 等 割 額 ⑦

総 所 得 ③ 税額控除額⑤

給 与 所 得 以 外 の 合 算 山 林 所 得 所 得 割 額 ⑥

利

子

配

当

給

与

雑

譲

渡

･

一

時

課

税

標

準

総所得金額① 分離 長期 譲渡
道

府

県

税額控除前所得割額④ あなたの特別徴収税額を左記のとおり決定（変更）したので、地方税法第41条及び第321条の４（第321条の６）の規定によって通知します。また、この通

知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３ヶ月以内に市（町・村）長に対して審査請求をすることができま

す。この特別徴収税額の決定の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６ヶ月以内に市（町・村）を被告

として（市（町・村）長が被告の代表者となります。）提起することができます。

なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審査請求があった日か

ら３ヶ月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決

を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。

株式 等の 譲渡 税額控除額⑤

上 場 株 式 等 の 配 当 等 所 得 割 額 ⑥

所

得

控

除

雑 損 障 ・ 寡 ・ 勤 先 物 取 引 均 等 割 額 ⑦

医 療 費 配 偶 者 特別徴収税額⑧

社 会 保 険 料 控 除 不 足 額 ⑨

　市町村長　　氏　　　名　　　㊞
小 規 模 企 業共

済
扶 養 特

定

同

老

老

人

16

歳

未

満

そ

の

他

配偶者 特別 控

配

老

配

扶養親族該当区分 本 人 該 当 区 分 繰

越

損

失

特

障

他

障

未

成

年

者

特

障生 命 保 険 料 基 礎 既 納 付 額 ⑪

地 震 保 険 料 所得控除 合計② 差引納付額（⑧－⑪－⑨,⑩）

他

障

寡

婦

特

寡

寡

夫

勤

労

学

生

既 充 当 額 ⑩同

障

増減額（⑧－⑫） ８月分 11月分 ２月分 ５月分

変 更 月 月

納

付

額

６月分 ９月分 12月分 ３月分

変 更 前 税 額 ⑫ ７月分 10月分 １月分 ４月分

115万円超

120万円以下
６万円 ４万円

110万円超

115万円以下

105万円超

110万円以下
１１万円

１１万円 ８万円

２６万円

控除の種類１６万円

老人 １０万円

５万円

１万円

障害者
控　除

５万円

１８万円

２２万円

１万円

900万円

以下

100万円超

105万円以下

寡 婦
控 除

１万円

１万円

１０万円

６万円

２万円

４万円

一般

３３万円

控除の種類 金額

２万円

４万円 ２万円

３万円

６万円 ３万円

１４万円 ７万円

２万円 １万円

勤 労 学 生 控 除 基礎控除
地方税法に定
める割合

90%15,000円超のとき 10,000円

配 当 割 又 は

株 式 等 譲 渡 所 得 割
3/5 2/5

４５万円

地震保険料、旧長期契約の両方がある場合は、限度額は25,000円

区　　　分 市町村民税
医療費控除

医療費の実質負担額－(10万円と総所得金額等の５%のいずれか低い
金額)(限度額200万円)

※地方税法附則第４条の４の規定の適用を選択する場合
特定一般用医薬品等購入費－１万２千円（限度額８万８千円）

◎税額控除(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除) 4,000万円超 44.055%

49.16%道府県民税 2/540万円以上

45万円未満

道府県民税

900万円超1,800万円以下

0円未満
（課税山林所得金額及び課税退職所得金額を有しない場合）

0円未満

（課税山林所得金額又は課税退職所得金額を有する場合）

市町村民税 3/5

同　居
老親等

４５万円

1,800万円超4,000万円以下
5,000円超15,000円以下
のとき

支払金額の1/2＋2,500円

寡 婦 (寡夫) 控 除
（特別寡婦の場合）

同　居
老親等

扶

養

控

除

695万円超900万円以下 66.517%

雑損控除
（実質損失額－総所得金額等の合計額×10％）又は（災害関連支出
の金額－５万円）のうちいずれか高い方の金額

配
偶
者

特
別
控
除

５万円
38万円超

40万円未満 56.307%
旧
長
期
契
約

5,000円以下のとき

　　　市町村民税　　　　 ％　　道府県民税　　　　 ％
地
震

保
険
料

50,000円以下のとき 支払金額の1/2 330万円超695万円以下 69.58%

79.79%195万円超330万円以下
５万円

◎所得控除

地

震

保

険

料

控

除

支払金額 控除額

１８万円

特定

１万円

50,000円超のとき 25,000円

全額

３３万円

割合
　　　市町村民税　　　　 円　　道府県民税　　　　 円

0円以上195万円以下 84.895%
　・所得割（総合課税分）

９万円

　・均等割
課税総所得金額から人的控除差調整額を控除した金額

２１万円

95万円超

100万円以下

0.2%15,000円以下のとき 全額

配

偶

者

特

別

控

除

所得金額

90万円超

95万円以下
３１万円 ２１万円 １１万円

70,000円超のとき

旧

契

約

　　 3　「控除不足額⑨」は所得割額より控除することができなかっ
一般生命保険料、介護医療保険料及び個人年金保険料について、そ
れぞれ上の算式により計算した控除額の合計額（限度額70,000円）
一般生命保険料又は個人年金保険料については、新契約と旧契約の
双方について控除の適用を受ける場合、新契約と旧契約それぞれ上
の算式により計算した控除額の合計額（限度額28,000円）

　　  た配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除の額のことです。

◎税率

0.3%

35,000円 ２６万円

４万円

85万円超

90万円以下

　特別徴収税額⑧－控除不足額⑨＝差引納付額
56,000円超のとき

      税額控除、寄附金税額控除、配当割額又は株式等譲渡所得割額 40,000円超70,000円以下のとき 支払金額の1/4＋17,500円

　　  の控除等の控除額の合算額を記載しています。

     2　「税額控除額⑤」は調整控除、配当控除、住宅借入金等特別 15,000円超40,000円以下のとき 支払金額の1/2＋7,500円

 (注)1　分離課税の所得がある場合は計算方法が異なります｡

0.8%

外貨建等証券投資信託 0.4%

　前年分の所得税において平成21年から33年までの入居に係る住宅借入金等特
別控除の適用を受けた場合、①から②を控除した金額（前年分の所得税に係る
課税総所得金額等の100分の５に相当する金額（97,500円を限度）を超える場合
には、当該金額）に下欄の割合を乗じた金額
ただし、居住年が平成26年から平成33年までであって、特定取得に該当する場
合には、「100分の５」を「100分の７」と、「97,500円」を「136,500円」とし
て計算した金額
 ① 前年分の所得税に係る住宅借入金等特別控除額（特定増改築等に係
    る住宅借入金等の金額又は平成19年若しくは平成20年の居住年に係
    る住宅借入金等の金額を有する場合には、当該金額がなかったもの
    として計算した金額）
 ② 前年分の所得税の額（住宅借入金等特別控除等適用前の金額）

２２万円

0.15%

◎税額控除（住宅借入金等特別税額控除）

２２万円

0.8% 0.6%

28,000円 外貨建等以外の証券投資信託 0.6% 0.4% 0.3%１１万円

控除額

38万円超

85万円以下

支払金額の1/2＋6,000円

利益の配当等 1.6% 1.2%

老人

配偶者
控　除

３３万円 ２２万円 １１万円

　総所得金額①－所得控除合計②＝課税総所得金額③ 合計課税所得金額が200万円以下の者
  次の①と②のいずれか少ない額の５％（道府県民税２％、
　市町村民税３％）に相当する金額
  　①下表の控除の種類欄に掲げる控除の適用がある場合に
　　　おいては、同表金額欄に掲げる金額を合算した金額
  　②合計課税所得金額
合計課税所得金額が200万円超の者
  ①の金額から②の金額を控除した金額（５万円を下回る場
　合は５万円）の５％（道府県民税２％、市町村民税３％）に
　相当する金額
　　①下表の控除の種類欄に掲げる控除の適用がある場合に
　　　おいては、同表金額欄に掲げる金額を合算した金額
  　②合計課税所得金額から200万円を控除した金額

　税額控除前所得割額④－税額控除額⑤＝所得割額⑥ 種  類

　所得割額⑥＋均等割額⑦＝特別徴収税額⑧
32,000円超56,000円以下のとき 支払金額の1/4＋14,000円

12,000円超32,000円以下のとき

　課税総所得金額③×税率＝税額控除前所得割額④ 以下の部分 超の部分
新

契

約

12,000円以下のとき 全額

市町村民税 道府県民税 市町村民税

1,000万円

１３万円

1,000万円 　前年中に次に掲げる寄附金を支出し、合計額（寄附金の合計額が総所

得金額の合計額の30％を超える場合には当該30％に相当する金額）が２

千円を超える場合には、その超える金額の道府県民税は４％、市町村民

税は６％に相当する金額

１　都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金

２　住所地の道府県共同募金会又は日本赤十字社の支部に対する寄附金

３　所得税法等に規定される寄附金控除の対象のうち、住民の福祉の増

進に寄与する寄附金として住所地の道府県又は市町村の条例で定めるも

の

４　特定非営利活動法人に対する寄附金のうち、住民の福祉の増進に寄

与する寄附金として住所地の道府県又は市町村の条例で定めるもの

  ただし、１の寄附金が２千円を超える場合は、その超える金額に、下

表の左欄の区分に応じて右欄の割合を乗じて得た額の道府県民税は５分

の２、市町村民税は５分の３に相当する金額をさらに加算した金額（所

得割の20％に相当する金額を超えるときは、その20％に相当する金額）

生

命

保

険

料

控

除

支払金額 控除額 課税所得金額

道府県民税

納税者本人の
所得金額

一般

◎税額の計算方法 社会保険料

控除等
支払金額 ◎税額控除(調整控除) ◎税額控除(配当控除) ◎税額控除(寄附金税額控除)

900万円以下
900万円超

950万円以下

950万円超

1,000万円以下

老人

３３万円

３８万円

３８万円 ２６万円

１１万円３３万円

２６万円
３０万円
５３万円

２６万円
３０万円

障  害  者  控  除
（特別障害者）

（同居特別障害者）

老人
120万円超

123万円以下
３万円 ２万円

一般

特定

扶 養
控 除

900万円超

950万円

以下

950万円超

1,000万円

以下

納税者本人の
所得金額

一般

１０万円

配偶者
控　除

金額

１３万円

基礎控除 ５万円

普通

特別

同居特別

一般

特別

寡 夫 控 除

勤労学生控除
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＜行政相談の要旨＞
事業主を経由して従業員に交付される納税義務者用の特別徴収税額決定通知書には主たる給与所得以外の所得情報
（不動産所得、利子・配当所得、一時所得等）や控除情報（障害者、寡婦等）が含まれている。それら他人には知られたく
ない情報については、プライバシーの保護の観点から秘匿するための何らかの措置を講じてほしい。

＜あっせん内容＞
総務省自治税務局は、市町村における納税義務者用の税額通知書の記載内容に係る秘匿措置の検討に資するよう、市
町村における秘匿措置の実施状況を把握し、その情報を地方公共団体に提供する必要がある。

＜自治税務局意見＞
１ 現行制度における対応方策について

地方税法上は納税義務者用の税額通知書について、「特別徴収義務者を経由して通知する」と規定していることから、
特別徴収義務者（事業主）が税額通知書を納税義務者（従業員）に渡す際に、宛名等の内容を確認することは地方税法
上想定されている。

一方で市町村によっては、納税義務者用の税額通知書について目隠しをする等の秘匿措置を講じているケースはある
が、それぞれの市町村の判断で実施しているものである。

２ 国から地方公共団体に対して税額通知書に秘匿措置を求めることについて
１のとおり、地方税法の規定に基づき、特別徴収義務者が納税義務者用の税額通知書を取り扱うこととなっており、地方
公共団体に秘匿措置を求めることは現時点では考えていない。

３ 税額通知書への秘匿措置の必要性について
１のとおり、地方税法の規定によって、主たる給与所得以外の所得情報や控除情報等の情報を事業主が知ることはやむ
を得ないと考えているが、税額通知書に秘匿措置を講ずる市町村もあることから、市町村の実態等を調査し、秘匿措置に
かかる費用等について、まずは把握に努めたいと考えている。

個人情報の秘匿措置の要請②

行政評価局によるあっせん(H28.10.14)
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個人情報の秘匿措置の要請③

秘匿措置の実施状況（H29.1.6）

（単位：団体）

平成28年度までに
実施

平成29年度以降に
実施を予定

小計

545 379 924 817 1,741

実施（予定）あり

実施予定なし 合計

（単位：団体）

１万人未満
１万人以上
５万人未満

５万人以上
10万人未満

10万人以上
30万人未満

30万人以上 合計

平成28年度までに実施 66 218 119 103 39 545

平成29年度以降に
実施を予定 76 140 78 54 31 379

小計 142 358 197 157 70 924

366 330 65 42 14 817

508 688 262 199 84 1,741合計

実施予定なし

実
施
（

予
定
）

あ
り

（単位：団体）

圧着式 シール貼付 その他 未定 合計

734 77 12 101 924

（単位：団体）

外部委託 職員 未定 合計

626 195 103 924

１．秘匿措置の実施状況

※参考：人口規模別実施状況

２．秘匿措置の方法（平成29年度以降に秘匿措置の実施を予定している団体を含む）

３．秘匿措置の作業を行う者（平成29年度以降に秘匿措置の実施を予定している団体を含む）
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秘匿措置の必要性と企業の対応の可否について

その他、指定都市及び企業（経団連経由）に特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子的送付を行う

こととなった際の問題点についてもアンケートを実施。

○ 秘匿措置を行っている団体（８割）の大半が、秘匿措置のとれないプリントアウトは採用できない

と回答

○ 電子送付の利用意向がある企業（６割）のうちで、約７割の企業において、社内LAN等以外の方法で
の従業員への電子送付の可能性に言及

プリントアウトは採用できない

（電子のみに限定すべき）
77%

プリントアウトの採

用は可能
22%

未回答
1%

プリントアウトの可否について

政令市等アンケート（129団体）
※秘匿措置を行っている団体は約80%

「100%」
7%

「80~100
%」

47%「50~80%」
26%

「10~50%」
20%

納税義務者用通知について、従業員に電

子提供可能な割合はどの程度か

経団連アンケート（45社）

全くあり得ない（7社）
27%

行う可能性はある（18社）
69%

未回答（1社）
4%

電子送付の利用意向がある企業のうち※１、社

内LAN以外の方法※２で納税義務者用通知を従

業員に電子的に提供する可能性はあるか。

経団連アンケート（26社／45社）

※１ アンケート対象の45社のうち、26社
※２ 個人アドレスへのメール、クラウドにログインして閲覧できるような環境整備など 11




